
事 業 概 況 （平成 30年 12月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 30 年度労災保険業務機械処理の平成 30 年 12 月末現在における保険給付支払総額は 5,880 億円で、前年同期に比

べて1.4％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,915億円で49.6％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,870億円で31.8％を占めている。以下、休業補償給付が12.5％、障害補償一時金が3.9％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.8％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が7.5％増、療養補償給付が6.2％増、

葬祭料が2.8％増、休業補償給付が2.5％増、障害補償一時金が0.3％増となっているのに対し、年金等給付が1.7％減、

介護補償給付が0.8％減となっている。なお、遺族補償一時金は前年同期と同水準であった。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 580,053,275 100.0 0.0 587,960,335 100.0 1.4

療 養 補 償 給 付 176,052,209 30.4 2.6 187,038,197 31.8 6.2

休 業 補 償 給 付 71,798,711 12.4 0.6 73,574,363 12.5 2.5

障 害 補 償 一 時 金 22,644,662 3.9 3.6 △    22,713,413 3.9 0.3

遺 族 補 償 一 時 金 5,830,479 1.0 10.6 5,831,876 1.0 0.0

葬 祭 料 1,546,747 0.3 1.6 △    1,590,670 0.3 2.8

介 護 補 償 給 付 4,847,487 0.8 1.9 △    4,810,445 0.8 0.8 △    

年 金 等 給 付 296,476,579 51.1 1.5 △    291,481,142 49.6 1.7 △    

二 次健 康診 断等 給付 856,402 0.1 6.6 920,230 0.2 7.5

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,751億円で29.8％、「建設事業」が1,678億円で28.5％、

「製造業」が1,436億円で24.4％となっている。以下、「運輸業」が10.8％、「鉱業」が 3.7％、「林業」が1.7％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が5.3％増、「運輸業」が3.1％増、「船舶所有

者の事業」が3.0％増、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が2.6％増、「漁業」が0.4％増、「製造業」が0.2％増とな

っているのに対し、「鉱業」が6.8％減、「林業」が4.3％減、「建設事業」が0.6％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 580,053,275 100.0 0.0 587,960,335 100.0 1.4

林 業 10,611,701 1.8 5.6 △    10,156,813 1.7 4.3 △    

漁 業 1,831,162 0.3 9.5 △    1,837,598 0.3 0.4

鉱 業 23,595,859 4.1 4.4 △    21,983,769 3.7 6.8 △    

建 設 事 業 168,844,957 29.1 0.8 △    167,795,145 28.5 0.6 △    

製 造 業 143,366,052 24.7 0.7 △    143,583,091 24.4 0.2

運 輸 業 61,652,098 10.6 0.2 63,539,249 10.8 3.1

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,437,734 0.2 4.6 1,474,408 0.3 2.6

そ の 他 の 事 業 166,306,490 28.7 2.6 175,110,481 29.8 5.3

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,407,220 0.4 1.2 △    2,479,781 0.4 3.0

平成29年度　29年12月末 平成30年度　30年12月末
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年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,588億円で54.5％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,103億円で37.8％、傷病補償年金が223億円で7.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が964億円で33.1％、「製造業」が833億円で28.6％、「そ

の他の事業」が570億円で19.6％となっている。以下、「運輸業」が10.7％、「鉱業」が5.3％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成30年度　30年12月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 110,308,156 158,845,377 22,327,609 291,481,142 100.0

林 業 1,564,792 3,608,924 263,307 5,437,023 1.9

漁 業 289,302 930,083 59,115 1,278,499 0.4

鉱 業 1,412,619 10,938,862 3,021,682 15,373,163 5.3

建 設 事 業 30,717,903 57,502,840 8,210,037 96,430,780 33.1

製 造 業 41,083,890 37,945,256 4,245,614 83,274,760 28.6

運 輸 業 11,622,343 17,856,906 1,808,458 31,287,707 10.7

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
189,094 572,090 65,168 826,352 0.3

そ の 他 の 事 業 23,249,677 29,119,025 4,625,694 56,994,395 19.6

船 舶 所 有 者 の 事 業 178,537 371,391 28,534 578,462 0.2

構 成 比 37.8% 54.5% 7.7% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

構成比

 

 

 

 

 

 



保 険 料 

 

  平成 30年度労災保険業務機械処理の平成30年 12月末現在における保険料徴収決定済額は8,538億円で、前年同期に比

べて1.3％減となっている。保険料収納済額は6,054億円で、前年同期に比べて0.8％減となっている。また、収納率につ

いてみると70.9％となっており、前年同期に比べて0.3ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,064億円で47.6％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が1,858億円で21.8％「製造業」が1,612億円で18.9％を占めている。以下、「運輸業」が8.7％、「船舶所有者の

事業」が1.6％、「林業」が0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ0.3％、「漁業」が0.2％

となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度 平成29年度 平成30年度

　業　種 29年12月末 30年12月末 29年12月末 30年12月末 29年12月末 30年12月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 865,214,000 853,761,892 100.0 1.3 △   610,560,529 605,437,522 100.0 0.8 △   70.6 70.9

林 業 5,312,016 5,394,218 0.6 1.5 3,787,338 3,878,190 0.6 2.4 71.3 71.9

漁 業 1,979,345 1,947,095 0.2 1.6 △   1,351,742 1,351,099 0.2 0.0 68.3 69.4

鉱 業 2,817,518 2,735,333 0.3 2.9 △   1,757,551 1,733,774 0.3 1.4 △   62.4 63.4

建 設 事 業 192,383,105 185,781,023 21.8 3.4 △   135,547,723 131,443,362 21.7 3.0 △   70.5 70.8

製 造 業 161,973,308 161,164,582 18.9 0.5 △   111,773,296 112,144,916 18.5 0.3 69.0 69.6

運 輸 業 74,047,424 74,450,335 8.7 0.5 49,206,913 49,801,008 8.2 1.2 66.5 66.9

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,345,844 2,249,296 0.3 4.1 △   1,638,675 1,550,745 0.3 5.4 △   69.9 68.9

そ の 他 の 事 業 410,370,536 406,404,687 47.6 1.0 △   295,811,412 294,042,002 48.6 0.6 △   72.1 72.4

船舶所有者の 事業 13,984,904 13,635,323 1.6 2.5 △   9,685,878 9,492,428 1.6 2.0 △   69.3 69.6

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率
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